
令和４年度当初予算の概要について 

 

1 予算編成の基本方針 

 

令和３年度の日本経済は、長引く新型コロナウイルス感染症の影響下にあり、令和３年９

月末の緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置の解除以降は厳しい状況が徐々に緩和さ

れ、持ち直しの兆しが見られ始めていたものの、変異株であるオミクロン株への置き換わりと

ともに令和４年１月には全国的に感染者数が急増、２月５日時点では35都道府県において再

びまん延防止等重点措置が実施されており、感染の再拡大と長期化が経済活動に与える影

響は未だ計り知れない状況にあります。 

こうした中、政府は新型コロナウイルス感染症の拡大防止、「ウィズコロナ」下での社会経

済活動の再開と次なる危機へ備え、未来社会を切り拓く「新しい資本主義」の起動、防災・減

災、国土強靭化の推進など安全・安心の確保を柱とする「コロナ克服・新時代開拓のための

経済対策」を令和３年11月19日に閣議決定し、令和３年度補正予算が編成されました。 

令和４年度の政府予算編成においては、新型コロナウイルス感染症への対応に万全を期

すとともに、成長と分配の好循環による新しい資本主義の実現に向け、科学技術立国の実現、

世界とつながる「デジタル田園都市国家構想」、経済安全保障の推進を３つの柱とした大胆な

投資による経済成長に加え、賃上げの促進、看護・介護・保育にかかる公的価格の見直し、

持続可能な全世代型社会保障制度の構築を柱とした分配戦略を推進するとされたほか、「経

済財政運営と改革の基本方針2021」（令和３年６月18日閣議決定）を踏まえつつ、いわゆる

「16か月予算」の考え方により、令和３年度補正予算と一体として編成され、一般会計総額

107兆5,964億円、10年連続で過去最大を更新する規模で閣議決定されたところです。 

地方財政計画の規模については、地方税のほか、地方譲与税や地方交付税の原資となる

国税収入の増加が見込まれることから90兆5,918億円程度（前年度比7,858億円程度の増）と

なっており、地方の一般財源総額においては、普通交付税の交付団体ベースで62兆135億円

（前年度比203億円増）とされ、地方交付税についても18兆538億円で前年度比6,153億円、

3.5％の増とされている一方、臨時財政対策債においては１兆7,805億円で前年度比３兆6,992

億円、67.5％の大幅減とされています。 

本町においては、地方財政計画に示された伸び率などを踏まえ、地方譲与税や地方消費

税交付金などの一般財源収入を見込むとともに、地方交付税については前年度の交付実績

をベースに増額を見込んだところです。 

歳出では、集中的に実施してきた公共施設の整備、自然災害に伴う災害復旧事業などに

より増高を続けてきた公債費が減少に転じた一方で、少子高齢化に伴う社会保障や各種施

策の実施に伴う扶助的な経費は依然として右肩上がりとなっており、人口減少社会を見据え、

自立した地域を維持していくための地域振興や人口減少への対応、多発する自然災害に対

する応急・恒久的対策をはじめ、老朽化している公共インフラの長寿命化、公共施設の改築

- 1 -



など様々な課題に対応するための継続的な財政需要も想定しなければならず、中長期的な

収支見通しに基づいた自治体経営の更なる効率化・安定化が重要となっています。 

中でも、今年度において建設に着手する新子どもセンターのほか、令和７年度の竣工をめ

ざす上富良野町立病院の建て替えについては、本町にとって過去最大規模の投資額になる

ことが想定されていることに加え、令和12年３月には埋め立て容量の上限を迎える一般廃棄

物最終処分場の新規造成と老朽化に伴うクリーンセンターの建て替えなども今後10年以内に

予定されており、これら大型普通建設事業の建設時において必要とされる財源はもとより、建

設後において予定される地方債の償還財源の確保は喫緊の課題であり、今後数年間におけ

る歳出圧縮による財源の捻出と、健全性を維持する財政構造の構築はいまや急務となって

います。 

このような状況の中、本年度の予算編成にあたっては、第６次上富良野町総合計画10カ年

の４年次となることから、定めたまちの将来像である「暮らし輝き 交流あふれる 四季彩のま

ち・かみふらの」のさらなる具現化とともに、町民の負託を受けた「活力あるまちづくり 魅力あ

るまちづくり 持続可能なまちづくり」の実現に向け、各事務事業の評価・検証をもとに政策の

優先性を判断し、事業の取捨選択を行うとともに、限られた財源の中で、それぞれの事務事

業がより高い行政効果を生み出すよう予算編成を行ったところです。 

 

 

2 予算の全体像 

 

歳入においては、町税では個人町民税の農業所得者分で若干の減が見込まれるものの、

譲渡所得、給与所得などの増を見込んだほか、固定資産税では新築家屋の増などを見込み、

町税全体としては前年度比858万３千円の増としています。地方交付税、臨時財政対策債に

ついては地方財政計画で示された内容を勘案しつつ、普通交付税については、令和３年度に

おいて想定していたほどの落ち込みがなかったこと、高齢者人口などが令和２年度国勢調査

の結果に置き換えられること、示された算定費目の減少率などを考慮し２億3,400万円の増、

特別交付税については算定対象事業費の増により500万円の増、臨時財政対策債について

は示された減少率を参酌し8,700万円の減としました。地方債については、令和３年４月１日

の「過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法」の施行により本町が過疎指定地域

となり、後年度における財政措置の厚い過疎対策事業債を発行することができることになっ

たことを受け、ハード分で１億6,320万円、ソフト分で5,630万円を計上したところです。 

一方歳出においては、予算編成過程において平成12年から22年にわたり実施してきた「予

算枠配分方式（各課自立型予算編成方式）」を廃止し、1件審査方式に変更するとともに、前

年度に導入した総務課長審査を継続し、行政経費の総点検を行い、予算計上額の精度を高

めることにより、経常経費の圧縮と一般財源の流動性向上を図ったところです。 

これまで進めてきた安全・安心な暮らしの確保、地域の魅力向上への取り組み、地域経済

の活力再生に向けた各種施策を継続することはもとより、新たに実施する事業の判断におい
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ては、政策調整会議における事務事業評価制度に基づく事前評価により必要性、有効性、効

率性、緊急性、優先性などを勘案し、「泥流地帯」映画化への取り組み推進のほか、令和３年

度において日本ジオパークに認定された「十勝岳ジオパーク」の拠点施設整備、中学生まで

の医療費無償化、新子どもセンター建設に向けた調査設計にかかる予算を計上するとともに、

町立病院建て替えに伴う地方債の償還財源確保に向けた取り組みとして、令和４年度予算

編成において目標としていた「当初予算における減債基金積み立て」についても1億円の確

保を図ったほか、他の公共施設や公共インフラの老朽化に伴う長寿命化対策に要する費用

についても所要額を措置したところです。 

これらを見込んだ収支の財源調整においては、各目的基金の支消目的に沿った繰り入れ

により対応したところですが、支消額については公共施設整備基金などの特定目的基金で

4,431万９千円の減額、また前年度には3,000万円を繰り入れた財政調整基金は新たに支消

することなく令和４年度の予算編成を行い、財政の健全性向上を図ったところです。 

この結果、本年度の一般会計予算は77億2,300万円、令和３年度当初予算比で5億1,900万

円（7.2％）の増、一般会計、特別会計、公営企業会計を合わせた町の予算総額では128億

4,374万9千円で前年度比6億5,797万円（5.4％）の増の予算規模となりました。 
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一般会計 

【会計別予算の規模】 

(単位:千円・％) 

 

【年度別当初予算規模の推移】 

(単位:百万円) 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4

6,346
7,086 7,537 7,125

6,259 6,718 6,497 6,828 7,204
7,723

3,054

3,194
3,323

3,370

3,305
3,162 3,117

3,223
3,476

3,521
1,141

1,257
1,246

1,226

1,236
1,267

1,255
1,335

1,506
1,600

企業会計

特別会計

一般会計

 

 

区  分 令和 4 年度 令和 3 年度 増減額 増減率 

一般会計 7,723,000 7,204,000 519,000 7.2

特別会計 3,521,008 3,475,657 45,351 1.3

企業会計 1,599,741 1,506,122 93,619 6.2

合  計 12,843,749 12,185,779 657,970 5.4
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一般会計 

3 各会計予算の概要 

(1)一般会計の概要 

①歳入の状況 

【歳入款別集計表】 

金額 構成比 金額 構成比 増減額 増減率

町　税 1,020,100 13.2 1,011,517 14.1 8,583 0.8

地方譲与税 129,500 1.7 121,700 1.7 7,800 6.4

各交付金 347,400 4.4 353,000 4.9 ▲ 5,600 ▲ 1.6

地方交付税 3,021,000 39.1 2,782,000 38.6 239,000 8.6

分担金・負担金 9,136 0.1 8,679 0.1 457 5.3

使用料・手数料 142,555 1.9 142,859 2.0 ▲ 304 ▲ 0.2

国庫支出金 1,389,397 18.0 1,104,875 15.3 284,522 25.8

道支出金 603,250 7.8 617,456 8.6 ▲ 14,206 ▲ 2.3

繰入金 134,819 1.8 209,138 2.9 ▲ 74,319 ▲ 35.5

繰越金 60,000 0.8 80,000 1.1 ▲ 20,000 ▲ 25.0

諸収入 195,495 2.5 198,229 2.8 ▲ 2,734 ▲ 1.4

町　債 473,000 6.1 435,000 6.0 38,000 8.7

その他 197,348 2.6 139,547 1.9 57,801 41.4

合 計 7,723,000 100.0 7,204,000 100.0 519,000 7.2

科 目
令和4年度

(単位:千円・％)

令和3年度 比較増減

 

【令和 4 年度歳入款別構成】 
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一般会計 

【自主財源・依存財源】 

金額 構成比 金額 構成比

自主財源 1,759,453 23 1,789,969 25 ▲ 30,516

依存財源 5,963,547 77 5,414,031 75 549,516

合 計 7,723,000 100 7,204,000 100 519,000

増減

(単位:千円・％)

令和4年度 令和3年度
区分

 

自主財源について、昨年度と比較して２ポイント下がっています。これは、財政調整基金及

び特定目的基金の繰入れの減による自主財源の減のほか、防災行政無線整備（デジタル

化）や上富良野演習場土砂流出対策などの実施に伴う国庫支出金や過疎対策事業債の発

行による町債の増、国の地方財政計画を参考に算出した地方交付税の増及び臨時財政対

策債の減による依存財源の増によるものです。 

依然として依存財源が多くを占める脆弱な財政構造は変わっていない状況です。 

 

 

【一般財源・特定財源】 

金額 構成比 金額 構成比

一般財源 4,829,542 63 4,709,478 65 120,064

特定財源 2,893,458 37 2,494,522 35 398,936

合 計 7,723,000 100 7,204,000 100 519,000

区分
令和4年度 令和3年度

増減

(単位:千円・％)

 

一般財源の増については、国の地方財政計画を参考に算出した地方交付税の増及び臨

時財政対策債の減が主な要因となっております。また、特定財源の増については、国庫支出

金の増のほか、ふるさと応援寄附モニター事業による寄附金の増、過疎対策事業債の発行

による町債の増が主な要因です。 
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一般会計 

■ 町税   

１０億２，０１０万円 (対前年度予算比 ８５８万３千円 ０．８％) 

 

令和 4 年度の町税収入は、令和 3 年度課税状況に基づき個人町民税や固定資産税の増

を見込み、増額となっています。 

(単位:千円・％)

税　　目 令和4年度 令和3年度 増減額 増減率

個人町民税 475,400 471,400 4,000 0.8

法人町民税 43,000 43,000 0 0.0

固定資産税 385,180 381,697 3,483 0.9

軽自動車税 30,020 28,920 1,100 3.8

環境性能割 2,000 2,000 0 0.0

たばこ税 77,000 77,000 0 0.0

入湯税 7,500 7,500 0 0.0

合　　計 1,020,100 1,011,517 8,583 0.8  

 

【町税の年度別推移】 

(単位:百万円) 
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※注  平成２５年度から令和２年度は決算額、令和３年度は決算見込み額、令和４年度は当初予算額 
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一般会計 

■ 地方譲与税・各交付金 

４億７，６９０万円 (対前年度予算比 ２２０万円 ０．５％) 

 

令和４年度の地方譲与税・各交付金は、国の地方財政計画を参考に見込んでいます。 

(単位:千円・％)

令和4年度 令和3年度 増減額 増減率

129,500 121,700 7,800 6.4

地方揮発油譲与税 30,000 26,900 3,100 11.5

自動車重量譲与税 86,000 84,100 1,900 2.3

森林環境譲与税 13,500 10,700 2,800 26.2

700 700 0 0.0

2,500 2,500 0 0.0

2,900 3,000 ▲ 100 ▲ 3.3

9,300 8,700 600 6.9

263,000 261,000 2,000 0.8

54,000 57,600 ▲ 3,600 ▲ 6.3

8,000 7,900 100 1.3

5,500 10,100 ▲ 4,600 ▲ 45.5

減収補てん特例交付金 5,500 10,100 ▲ 4,600 ▲ 45.5

1,500 1,500 0 0.0

476,900 474,700 2,200 0.5

科　　目
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国有提供施設等所在市町村助成交付金
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法人事業税交付金

地方特例交付金

交通安全対策特別交付金

合　　計

自動車税環境性能割交付金

 
 

消費税、地方消費税については、平成２６年４月１日に５％から８％、さらに平成３１年１０

月１日には１０%に税率が引き上げられました。 

 消費税率（国・地方）引き上げの趣旨は、主として今後も増加が見込まれる「社会保障４経

費」（制度として確立された年金、医療・介護の社会保障給付、少子化に対処するための施策

に要する経費）の財源確保にあることから、引き上げ分の地方消費税収は「消費税法第１条

第２項に規定する経費（社会保障４経費）その他社会保障施策に要する経費」に充てるものと

されています。 

 

令和4年度 ⼀般会計予算における地⽅消費税交付⾦（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策の経費

(単位︓千円) 

国庫⽀出⾦ 道⽀出⾦ 地⽅債 その他
地⽅消費税交付⾦

（社会保障財源化分）
その他

2,281,724 540,604 358,555 50,200 52,703 141,000 1,138,662

経費
特定財源

財源内訳

⼀般財源
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一般会計 

■ 地方交付税 

３０億２，１００万円 (対前年度予算比 ２億３，９００万円 ８．６％) 

 

令和４年度の地方交付税については、国の地方財政計画を参考に見込み、普通交付税

の振り替えである臨時財政対策債を含めた実質的な地方交付税は、３１億５，１００万円で

す。(対前年度予算比 １億５，２００万円 ５．１％) 

(単位:千円・％)

令和4年度 令和3年度 増減額 増減率

3,021,000 2,782,000 239,000 8.6

普通交付税 2,826,000 2,592,000 234,000 9.0

特別交付税 195,000 190,000 5,000 2.6

130,000 217,000 ▲ 87,000 ▲ 40.1

3,151,000 2,999,000 152,000 5.1

地方交付税

臨時財政対策債

実質的な交付税

区　　分

 

 

【地方交付税、臨時財政対策債の年度別推移】 

(単位:億円) 
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※注  平成２５年度から令和２年度は決算額、令和３年度は決算見込み額、令和４年度は当初予算額 
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一般会計 

■ 国・道支出金 

◎国庫支出金は、１３億８，９３９万７千円 (対前年度予算比 ２億８，４５２万２千円 ２５．８％) 

【国庫支出金】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎道支出金は、６億３２５万円 (対前年度予算比 ▲１，４２０万６千円 ▲２．３％) 

【道支出金】 

 

(単位:千円・％)

区　　分 令和4年度 令和3年度 増減額 増減率

国庫支出金の計 1,389,397 1,104,875 284,522 25.8

(主な内訳)

防災行政無線整備(デジタル化) 244,064 110,071 133,993 121.7

障害者自立支援給付費等 225,078 217,961 7,117 3.3

教育・保育給付費負担金 212,562 199,103 13,459 6.8

 子ども・子育て支援交付金 23,295 19,924 3,371 16.9

北24号道路舗装補修 38,521 8,364 30,157 360.6

南部地区土砂流出対策 161,288 126,318 34,970 27.7

上富良野演習場土砂流出対策 60,483 0 60,483 皆増

道路更新防災等対策 35,953 65,214 ▲ 29,261 ▲ 44.9

農業経営高度化促進 11,981 13,579 ▲ 1,598 ▲ 11.8

演習場周辺農業用施設設置助成 51,066 51,066 0 0.0

町営住宅整備 17,395 53,806 ▲ 36,411 ▲ 67.7

西小学校（校舎）防音機能復旧 32,598 2,092 30,506 1,458.2

新型コロナウイルスワクチン接種事業 16,024 0 16,024 皆増

新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業 6,025 0 6,025 皆増

地方創生推進交付金 27,843 25,749 2,094 8.1

(単位:千円・％)

区　　分 令和4年度 令和3年度 増減額 増減率

道支出金の計 603,250 617,456 ▲ 14,206 ▲ 2.3

(主な内訳)

障害者自立支援給付費等 112,861 109,479 3,382 3.1

教育・保育給付費負担金 104,238 115,179 ▲ 10,941 ▲ 9.5

北海道子ども・子育て支援交付金 16,869 19,924 ▲ 3,055 ▲ 15.3

多子世帯の保育料軽減支援 3,829 2,289 1,540 67.3

農業農村地域防災減災 0 9,000 ▲ 9,000 皆減

農業競争力基盤強化特別対策 0 5,550 ▲ 5,550 皆減

次世代農業促進生産基盤整備特別対策 4,900 0 4,900 皆増

農業次世代人材投資 3,750 3,750 0 0.0

地域づくり総合交付金（拠点づくり） 10,000 0 10,000 皆増
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一般会計 

■ 町債 

◎町債は、４億７，３００万円 (対前年度予算比 ３，８００万円 ８．７％) 

 臨時財政対策債は、令和３年度から８，７００万円減の１億３，０００万円を見込んでいま

す。通常債は令和３年度当初予算より１億２，５００万円増の３億４，３００万円を見込んで

います。これは、防災行政無線整備（デジタル化）、新子どもセンター整備などの事業実施

に伴う町債の発行及び過疎対策事業債（ソフト分）の増が要因です。 

 

【年度別町債発行額の推移】                              

 (単位:百万円) 

 

※注 1 平成２５年度から令和２年度は決算額、令和３年度は決算見込み額、令和４年度は当初予算額 

※注２ 減収補てん債とは、普通交付税の「基準財政収入額」の算定における収入額に対し、年度途中におい

て実際の収入見込額がその額を下回る地方公共団体が、その財源補てん措置として減収見込額を限度

として発行する地方債です 
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一般会計 

■ その他の収入 

◎繰入金は、１億３，４８１万９千円 (対前年度予算比 ▲７，４３１万９千円 ▲３５．５％) 

※ うち５千円は、他会計繰入金 

(単位:千円)

基　金　名 R4 R3 差引額
R3末

残高予定額
R4充当事業

国内外交流推進基金 4,300 3,200 1,100 57,894
国内交流派遣事業　2,500
海外派遣人材育成事業　1,800

農業振興基金 13,700 15,300 ▲ 1,600 172,929
中山間地域等直接支払事業 10,000
多面的機能支払交付金事業　3,000
上富良野地区道営農村地域防災減災事業　700

地域福祉基金 19,000 19,000 0 182,730
母子保健事業　3,000
在宅福祉推進事業　6,000
予防接種事業　10,000

児童生徒教育振興基金 4,500 13,300 ▲ 8,800 58,517

児童生徒表彰　100
子ども読書推進事業　100
すくすく絵本事業　100
児童書購入　1,200
特別支援教育事業
　　　　　　　　　（上富良野小学校指導助手） 2,000
スクールバス購入　1,000

十勝岳と共生するまちづくり応援基金 24,200 21,100 3,100 344,921

「泥流地帯」映画化事業　13,900
ジオパーク推進事業　9,300
かみふらの産業賑わい協議会負担
　　　　　　　　　（ロケサポートセンター運営）　1,000

公共施設整備基金 50,000 80,000 ▲ 30,000 1,210,414
クリーンセンター設備改修　30,000
上富良野西小学校（校舎）防音機能復旧事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20,000

減債基金 0 0 0 255,552

財政調整基金 0 30,000 ▲ 30,000 624,426

ラベンダーの里ふるさと応援基金 10,300 17,300 ▲ 7,000 51,847

日の出公園整備事業
　　休憩舎外部改修  500　噴水設備改修 1,200
　　コテージ外部改修　3,200
かみふらの十勝岳観光協会運営費補助
　　　　　　　　　（ラベンダーライトアップ事業）　3,400
観光諸行事負担（ラベンダーフェスタ）　2,000

特定防衛施設周辺整備調整交付金基金 5,000 5,000 0 10,006 予約型乗合タクシー運行事業 5,000

森林環境譲与税基金 3,814 4,933 ▲ 1,119 8,542 林業担い手育成支援事業　3,814

基金計 134,814 209,133 ▲ 74,319 2,977,778
 

 

◎繰越金は、６，０００万円 (対前年度予算比 ▲２，０００万円 ▲２５．０％) 

繰越金は、決算の実績などから予算執行率を９９％に目標を定めていることから６，０００

万円を見込んでいます。 

 

◎諸収入は、１億９，５４９万５千円 (対前年度予算比 ▲２７３万４千円 ▲１．４％) 

諸収入は、中小企業融資資金貸付元金返還金の増のほか、他市町村一般廃棄物処理

料負担、児童通所支援給付費の減を見込んでいます。
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一般会計 

②歳出の状況 

【歳出款別集計表】 

(単位:千円・％) 

金額 構成比 金額 構成比 増減額 増減率

議会費 61,392 0.8 61,944 0.9 ▲ 552 ▲ 0.9

総務費 1,300,024 16.8 1,051,577 14.6 248,447 23.6

民生費 1,712,500 22.2 1,628,070 22.6 84,430 5.2

衛生費 924,210 12.0 895,371 12.4 28,839 3.2

労働費 685 0.0 685 0.0 0 0.0

農林業費 458,490 5.9 494,317 6.9 ▲ 35,827 ▲ 7.2

商工費 193,672 2.5 183,107 2.5 10,565 5.8

土木費 939,119 12.2 865,107 12.0 74,012 8.6

教育費 362,880 4.7 339,194 4.7 23,686 7.0

公債費 879,191 11.4 800,794 11.1 78,397 9.8

給与費 870,837 11.3 863,834 12.0 7,003 0.8

予備費 20,000 0.2 20,000 0.3 0 0.0

合　計 7,723,000 100.0 7,204,000 100.0 519,000 7.2

比較増減令和4年度
科　目

令和3年度

 

 

【令和４年度歳出款別構成】 
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一般会計 

◎主な款別歳出の増減 

■ 議会費 

６，１３９万２千円 (対前年度予算比 ▲５５万２千円 ▲０．９％) 

 議員共済費の減により、減となっています。 

■ 総務費 

１３億２万４千円 (対前年度予算比 ２億４，８４４万７千円 ２３．６％) 

 ふるさと応援寄附モニター事業の増、防災行政整備（デジタル化）、JR上富良野駅舎ロケ等

活用整備などにより、増となっています。 

■ 民生費 

１７億１，２５０万円 (対前年度予算比 ８，４４３万円 ５．２％) 

 障害者福祉サービスに係る介護給付費の増、福祉バスの更新、新子どもセンター整備費の

増などにより、増となっています。 

■ 衛生費 

９億２，４２１万円 (対前年度予算比 ２，８８３万９千円 ３．２％) 

 町立病院事業への補助等が減となっていますが、こども医療費給付の増、新型コロナウイ

ルスワクチン接種費の増のほか旭野地区飲料水供給施設整備事業の実施などにより、増と

なっています。 

■ 労働費 

６８万５千円 (対前年度予算比 ±０千円 ０．０％) 

■ 農林業費 

４億５，８４９万円 (対前年度予算比 ▲３，５８２万７千円 ▲７．２％) 

 経営体育成基盤整備事業が増となっていますが、富良野広域で実施する道営草地畜産基

盤整備事業に対する負担の減、道営農村地域防災減災事業等の減などにより、減となって

います。 

■ 商工費 

１億９，３６７万２千円 (対前年度予算比 １，０５６万５千円 ５．８％) 

 中小企業融資資金貸付金の増、かみふらの十勝岳観光協会運営費補助の増などにより、

増となっています。 

■ 土木費 

９億３，９１１万９千円 (対前年度予算比 ７，４０１万２千円 ８．６％) 

 日の出公園整備、町営住宅整備事業の事業量減により減となっていますが、北 24 号道路

舗装補修、南部地区土砂流出対策の増、上富良野演習場土砂流出対策の実施などにより、

増となっています。 

■ 教育費 

３億６，２８８万円 (対前年度予算比 ２，３６８万６千円 ７．０％) 

運動公園テニスコート整備事業の事業完了により減となっていますが、上富良野西小学校

（校舎）防音機能復旧事業の実施、スクールバス購入により増となっています。 
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一般会計 

■ 公債費 

８億７，９１９万１千円 (対前年度予算比 ７，８３９万７千円 ９．８％) 

 元金償還金については、平成１８年度臨時地方道整備事業債、平成２３年度単独災害復旧

事業債の償還完了等により、元利償還金は減となってますが、町立病院建て替えの財源確

保に向けた減債基金の積立金の増により、増となっています。 

■ 給与費 

８億７，０８３万７千円 (対前年度予算比 ７００万３千円 ０．８％) 

 令和３年度の人事院勧告を反映した給与改定による減及び３年毎に清算される退職手当

組合負担の増により、増となっています。 

 

 

【歳出款別比較】 

(単位:百万円) 
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一般会計 

【歳出性質別集計表】 

(単位:千円・％) 

金額 構成比 金額 構成比 増減額 増減率

人件費 1,091,275 14.1 1,064,197 14.8 27,078 2.5

扶助費 1,179,494 15.3 1,164,354 16.2 15,140 1.3

公債費 779,147 10.1 800,750 11.0 ▲ 21,603 ▲ 2.7

物件費 1,178,445 15.2 1,120,734 15.6 57,711 5.1

維持補修費 22,423 0.3 26,706 0.4 ▲ 4,283 ▲ 16.0

補助費等 1,217,006 15.8 1,205,714 16.7 11,292 0.9

繰出金 662,269 8.6 627,816 8.7 34,453 5.5

出資金・貸付金 129,108 1.7 136,235 1.9 ▲ 7,127 ▲ 5.2

投資的事業費 1,343,819 17.4 1,037,480 14.4 306,339 29.5

その他 120,014 1.5 20,014 0.3 100,000 499.7

合　計 7,723,000 100.0 7,204,000 100.0 519,000 7.2

比較増減
科　目

令和4年度 令和3年度

 

 

【令和４年度歳出性質別構成】 
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一般会計 

■ 義務的経費 

◎義務的経費は、３０億４，９９１万６千円 (対前年度予算比 ２，０６１万５千円 ０．７％) 

 人件費は人事院勧告を反映した給与改定の減となっておりますが、新規採用職員の増、会

計年度任用職員費の増などにより、２．５％の増となっています。扶助費については、障害福

祉サービスに係る介護給付費の増、子ども医療給付の増などにより、１．３％の増となってい

ます。また、公債費については、平成１８年度臨時地方道整備事業債、平成２３年度単独災

害復旧事業債の償還完了等により、２．７％の減となっています。 

 

◎一般会計総額に対する義務的経費の割合 ３９．５％ (対前年度予算比 ▲２．６％) 

【義務的経費】 

(単位:千円) 

科 目 令和４年度 令和３年度 増減額 増減率 

人件費 1,091,275 1,064,197 27,078 2.5

扶助費 1,179,494 1,164,354 15,140 1.3

公債費 779,147 800,750 ▲21,603 ▲2.7

合  計 3,049,916 3,029,301 20,615 0.7

 

【義務的経費の年度別推移】 

(単位:百万円) 
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※注  平成２５年度から令和２年度は決算額、令和３年度は決算見込み額、令和４年度は当初予算額 
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一般会計 

■ 投資的経費 

◎投資的経費は、１３億４，３８１万９千円 (対前年度予算比 ３億６３３万９千円 ２９．５％) 

 投資的経費は泉町南団地整備、橋梁長寿命化修繕、行政集約電波塔整備などで事業費

の減があるほか、北１７号道路道営農地整備事業、運動公園テニスコート整備などが事業完

了となっていますが、防災行政無線整備（デジタル化）、南部地区土砂流出対策、上富良野

西小学校（校舎）防音機能復旧などの事業費増加、福祉バス更新、上富良野演習場土砂流

出対策、新子どもセンター整備の実施により、全体で３億６３３万９千円の増となっています。 

 

【投資的経費】 

  (単位:千円・％) 

令和4年度 令和3年度 増減額 増減率

1,343,819 1,037,480 306,339 29.5

補　助 929,497 731,680 197,817 27.0

単　独 414,322 305,800 108,522 35.5

1,343,819 1,037,480 306,339 29.5

科　目

普通建設事業

合　　計  

 

【投資的経費の年度別推移】 

(単位:百万円) 
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※注  平成２５年度から令和２年度は決算額、令和３年度は決算見込み額、令和４年度は当初予算額 
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一般会計 

■ その他の経費 

◎物件費は、１１億７，８４４万５千円 (対前年度予算比 ５，７７１万１千円 ５．１％) 

大正泥流被害 CG 製作やため池ハザードマップ作成の事業完了により減となっております

が、ふるさとモニター事業の拡充、新型コロナウイルスワクチン接種、戸籍情報システム改修

の増により、令和３年度に比べて５，７７１万１千円の増となっています。 

◎維持補修費は、２，２４２万３千円 (対前年度予算比 ▲４２８万３千円 ▲１６．０％) 

社会教育総合センター床ワックス塗布の実施により増となっていますが、社会教育総合セ

ンター高圧開閉器取替・玄関テラス改修、保健福祉総合センター多目的ホール等修理の事

業完了により、令和３年度に比べて４２８万３千円の減となっています。 

◎補助費等は、１２億１，７００万６千円 (対前年度予算比 １，１２９万２千円 ０．９％) 

町社会福祉協議会補助、高齢者事業団補助、企業振興補助が減となっていますが、地域

活性化起業人負担、町立病院補助・負担及びかみふらの十勝岳観光協会運営費補助の増

などにより、令和３年度に比べて１，１２９万２千円の増となっています。 

◎出資金、貸付金は、１億２，９１０万８千円 (対前年度予算比▲７１２万７千円 ▲５．２％) 

出資金は、病院会計において、令和３年度に比べて１，５１２万７千円の減となっています。 

貸付金は、農業振興資金の減、中小企業融資資金の増により、令和３年度に比べて８００

万円の増となっています。 

◎繰出金は、６億６，２２６万９千円 (対前年度予算比 ３，４４５万３千円 ５．５％) 

介護保険特別会計に対する介護給付費の増、公共下水道事業特別会計に対する不明水、

雨水処理の増などにより、令和３年度に比べて３，４４５万３千円の増となっています。 

(単位:千円) 

会 計 名 R4 R3 比  較 摘   要 

国民健康保険 
特別会計 

126,061 122,036 4,025
保険基盤安定 606（国保税軽減分 127、財政安定化支援
479） 職員給与費等 2,615 未就学児均等割保険税分
1,000 事務費▲196 

後期高齢者医療 
特別会計 

55,752 52,039 3,713
保険基盤安定 3,484 高齢者保健事業・介護予防一体的
実施 282 事務費▲53 

介護保険特別会
計 

185,355 183,907 1,448
介護給付費 2,271 地域支援事業 3,305 職員給与▲
2,794 事務費▲1,072 利用者負担軽減負担▲262 

ラベンダーハイツ 
事業特別会計 

52,949 54,522 ▲1,573
経営安定化対策▲3,000 新型コロナウイルス感染症対
策分▲798 児童手当支給分▲20 施設整備 2,245 

簡易水道事業 
特別会計 

48,167 47,128 1,039
元利償還 154 高料金対策分 991 地方公営企業法適用
分▲29 収支不均衡調整▲87 一時借入金利子分 10 

公共下水道事業 
特別会計 

193,985 168,184 25,801
元利償還 8,105 不明水 10,079 雨水処理 7,926 受益者
負担▲309 

合 計 662,269 627,816 34,453  
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一般会計 

③地方債及び積立金現在高の状況 

■ 地方債現在高 

 令和４年度末の地方債の残高予定額は、７１億１，７３７万８千円で令和３年度と比較して２

億６，９８４万円減少しています。 

(単位:千円) 

R3 末現在高予定額 R4 地方債発行予定額 R4 元金償還額 R4 末現在高予定額 

7,524,817 473,000 742,839 7,254,978

 

【地方債現在高の年度別推移】 

(単位:億円) 

 

※注 平成２５年度から令和２年度までは確定額、令和３年度は決算見込み額、令和４年度は予定額 
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一般会計 

■ 積立金現在高 

 令和４年度末の積立金現在高予定額は、２９億４，２９７万８千円で令和３年度と比較して３，

４８０万円減少しています。 

 これは令和４年度中に、公共施設整備基金５，０００万円、十勝岳と共生するまちづくり応援

基金２，４２０万円、地域福祉基金１，９００万円、ラベンダーの里ふるさと応援基金１，０３０万

円など合計で１億３，４８１万４千円の支消、町立病院建て替えの財源確保に向けて減債基

金に１億円積立することによるものです。 

(単位:千円)    

種　　類
R3末現在高

予定額

R4支消

予定額

R4積立

予定額

R4末現在高

予定額

財政調整基金 624,426 0 1 624,427

減債基金 255,552 0 100,001 355,553

特定目的基金 2,097,800 134,814 12 1,962,998

合　　計 2,977,778 134,814 100,014 2,942,978
 

 

【積立金現在高の年度別推移】 

(単位:億円) 
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※注 平成２５年度から令和２年度までは確定額、令和３年度決算見込み額、令和４年度は予定額 
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特別会計 

(２)特別会計の概要 

①国民健康保険特別会計 

◎総額 １２億４，４００万円 (対前年度予算比 １，０００万円 ０．８％) 

国民健康保険特別会計は、平成３０年度から国民健康保険制度が改正され北海道が財政

運営の責任主体として中心的役割を担い、市町村と一体となって広域での運営となりました。

北海道が示す国民健康保険事業費納付金及び標準保険料率を参考に保険税収入の適正な

把握に努め、費用とのバランスを図ったほか、令和 6 年度の保険料水準の統一を見据え、保

険税の資産割を廃止します。さらに、子どもに係る均等割額の減免を行います。 

 

②後期高齢者医療特別会計 

◎総額 １億８，１１２万２千円 (対前年度予算比 ９５９万７千円 ５．６％) 

 後期高齢者医療特別会計は、被保険者の増加による保険料負担金の増により、増額とな

っています。 

 

③介護保険特別会計 

◎総額 １０億９，７０１万７千円 (対前年度予算比 ２，１５８万９千円 ２．０％) 

介護保険特別会計は、高齢者数は減少するものの、高齢化率は増加しています。要介護

者の増加に伴い 1 人あたりの介護費用額が増加しており、保険給付費やサービス事業費の

増などにより、増額となっています。 

 

④ラベンダーハイツ事業特別会計 

◎総額 ３億２，９８３万１千円 (対前年度予算比 ▲３５９万６千円 ▲１．１％) 

 ラベンダーハイツ事業特別会計は、平成２７年度の介護報酬改定による給付費減少などに

より、平成２７年度において赤字となったことから、平成２８年度からは運営安定化のため一

般会計からの繰入を行っていますが、引き続き介護サービスの質の向上などに取り組み、稼

働率、利用率を向上させ効率的な運営を図ります。令和４年度は、介護用見守りシステムの

整備のほか、特定防衛施設周辺整備調整交付金を財源として車いす移動車、除雪機の更新

を行いますが、リフト付小型バス更新の完了などにより、減額となっています。 

 

⑤簡易水道事業特別会計 

◎総額 ７，２０８万５千円 (対前年度予算比 ▲４８０万５千円 ▲６．２％) 

 簡易水道事業特別会計は、地方公営企業法適用化業務の年次事業量の減により、減額と

なっています。 

 

⑥公共下水道事業特別会計 

◎総額 ５億９，６９５万３千円 (対前年度予算比 １，２５６万６千円 ２．２％) 

 公共下水道事業特別会計は、道道吹上上富良野線整備事業に伴う雨水管整備の年次事

業量の増などにより、増額となっています。 
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公営企業 

(３)公営企業会計の概要 

①水道事業会計 

◎収益的収支 １億６，５５４万１千円 (対前年度予算比 ▲２２１万２千円 ▲１．３％) 

 収益的収支は、給水戸数、給水量の減により料金収入減を見込んでいます。 

◎資本的収支 ２億７，２８４万５千円 (対前年度予算比 ▲２，３２３万６千円 ▲７．８％) 

 資本的収支は、道道吹上上富良野線整備事業に伴う配水管移設費用の減により、減額と

なっています。 

 

②病院事業会計 

◎収益的収支 ９億９，４６１万３千円 (対前年度予算比 １，９０１万６千円 １．９％) 

 収益的収支は、新型コロナワクチン接種に伴う収益及び費用の増等から増額となっていま

す。 

◎資本的収支 １億６，６７４万２千円 (対前年度予算比 １億５万１千円 １５０．０％) 

 資本的収支は、町立病院改築整備に係る実施設計、子どもセンター解体経費の計上など

により増額となっています。 

 

【特別会計・公営企業会計年度別当初予算額の推移】 

(単位百万円) 
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